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はじめに（監査の流れについて①）

監査実施時期：例年６月～２月

監査の実施通知時期：監査実施日の１か月半前程度（日程変更は要相談）

監査項目

・監査指導課：職員処遇、経理

・事業所管部（子ども未来局（教育委員会））

：施設運営、児童処遇、給食運営、防災

監査方法（以下の４種類のうちいずれかの方法で実施）

① 監査指導課のみ実地監査（２～３名で訪問） （事業所管部は電話での監査）

② 事業所管部のみ実地監査（３～４名で訪問） （監査指導課は電話での監査）

③ 監査指導課及び事業所管部ともに実地監査（５～７名で訪問）

④ 監査指導課及び事業所管部ともに電話での監査

※社会福祉法人の場合、法人監査が併せて実施される場合あり。



はじめに（監査の流れについて②）

監査の結果通知時期：監査終了後１～２か月以内を目安に発送

指導の区分とその後の対応

・文書指導：関係法令、通知等に違反している場合であって、法人等の運営に

重大な支障を及ぼすと認められる場合、度重なる指導にもかかわらず、改善

状況が見られれない場合等。（公開対象となる場合はその旨を通知に明記）

→ 監査結果通知に定める期限内に、改善報告書の提出を要する。

・口頭指導：文書指導に該当しない場合。文書指導に該当する場合であっても、

程度が軽微なもの、改善が見込まれる場合など。

→ 改善報告書による改善状況の報告は求めないが、次回監査時に改善

状況を確認する。



定期指導監査における指摘事項（職員処遇・経理）

令和５年度に行った定期指導監査（職員処遇・経理）にお
ける指摘事項（指導事項や助言事項）を紹介します。

定期指導監査で指摘を受けなかった施設においても、管理
する施設の運営において同様の事例が生じていないか振り返
りを行っていただくようお願いいたします。

※今回は、保育所、保育所型認定こども園、幼保連携型認
定こども園の３類型を対象としてご説明いたします。



職員処遇 労働条件に関する最低基準である労働基準法を遵守
しているか確認。



労基法に基づく協定・届出に関する指摘事項
時間外・休日労働に関する協定（36協
定）の届出が、協定開始日より後に行
われている

法定労働時間を超えて労働者に時間外労働
をさせる場合には、労働者の過半数を代表
する者との協定（36協定）の締結が必要。

協定期間開始前に労働基準監督署へ届出が
必要。

協定の締結をしていても、届出前の時間外
勤務の命令は不可。

賃金の一部を控除して支払う場合に、
労働者の過半数を代表する者との書面
による協定（24協定）を締結していな
い

賃金は全額払いが原則。そのため、一部を
控除して支給する場合、24協定の締結が必
要。

24協定を締結していても、協定の控除項目
にないものが控除されていることもあるた
め、注意が必要。

・労働基準法第36条 ・労働基準法第24条



労基法に基づく協定・届出に関する指摘事項
就業規則等の届出をしていない

常時10人以上の労働者を使用している事業
場では、就業規則の作成義務がある。

労働者の過半数代表者からの意見書を添付
し、所轄の労働基準監督署へ届出が必要。

就業規則等を作成した時だけでなく、変更
した時にも届出が必要。

就業規則等には、給与規程や旅費規程等、
全職員に適用される規程が含まれる。

・労働基準法第89条



労働条件の明示に関する指摘事項
雇用契約書（労働条件通知書）におい
て、労働条件の明示が必要な項目が不
足している

「書面」で明示が必要な項目は、労基法
において定められている。

有期雇用職員に対しては、労基法で定め
る項目に加え、パートタイム労働法によ
り明示が必要な項目が定められている。

※R6.4～明示が必要な項目が追加される。
（詳細は次頁）

正職員の雇い入れ時に、労働条件を明
示していない

有期雇用職員へは労働条件を書面で明示
しているが、正職員に対しては、給与辞
令のみ交付している事例あり。

・労働基準法第15条、労働基準法施行規則第5条・労働基準法第15条、労働基準法施行規則第5条

・パートタイム労働法第６条



（参考）労働条件の明示が必要な追加項目 https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/
001156050.pdf



手当の支給に関する指摘事項
割増賃金の算定基礎が不適切

割増賃金の基礎となる賃金から除外できるも
のは、労働基準法において以下のとおり限定
列挙されている。

① 家族手当

② 通勤手当

③ 別居手当

④ 子女教育手当

⑤ 住宅手当

⑥ 臨時に支払われる賃金

⑦ １か月を超える期間ごとに支払われる賃金

※①～⑤については、一律の定額支給の場合は除
外の対象になりません。

新たに追加した手当を算定基礎に含め忘れる
事例あり。

・労働基準法第37条、労働基準法施行規則第21条



経理

・法人で作成している経理規程に基づき、適切
な事務処理がされているかを確認。

・現金の紛失や不祥事などの事故防止のために、
法人が定めたルール、経理規程に基づき、適切
な事務処理を行う必要がある。



現金管理に関する指摘事項
小口現金の保有額が経理規程で定める
限度額を超えている

小口現金は、少額の支払いのために施設
に用意しておく現金。

事故防止のため、施設で保有する額は、
最低限にするのが望ましい。

経理規程に定める期日までに収納現金
の預け入れを行っていない

収納現金は、利用料など直接利用者から
徴収する現金。

事故防止のため、長期間に渡り施設で保
有せず、経理規程で定める期日までに預
け入れを行うことが望ましい。

・経理規程 ・経理規程



現金管理に関する指摘事項
施設で扱う現金の残高確認が不適切

現金を出納したときは、現金出納帳等の帳
簿に記帳する。

経理規程に定めるタイミング（基本的には
毎日（休園日を除く。））で、現金残高と
帳簿残高の一致を確認し、会計責任者に報
告が必要。

小口現金の残高確認は毎日実施しているが、
収納現金を施設で保管している間の残高確
認を行っていない事例も。

・経理規程



契約に関する指摘事項
契約書の作成、請書の徴取をしていな
い

基本的に、100万円を超える契約の場合、
経理規程に定める事項を記載した契約書を
作成する必要がある。

経理規程に定める契約書の作成を省略でき
る場合（一般的には100万円を超えない契
約）においても、特に軽微な契約を除き、
契約の適正な履行を確保するため、請書そ
の他これに準ずる書面を徴する必要がある。

・経理規程

（参考）請書の様式

様



ご清聴、ありがとうございました。


